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Ⅰ．はじめに 

わが国の自殺予防のための地域介入において、うつ病スクリーニングは自記式質問紙を

利用した留置調査法により実施されてきた。最近の地域介入には、郵送調査法や健診会場

において集合調査法を導入している事例も散見される。うつ病エピソードが健診への参加

を抑制することが指摘されており、質問紙の集配方法の違いがうつ病スクリーニングの参

加や成績に影響する可能性が高い。  

本研究で明らかにしようとすることは、(1) 郊外と郡部を含む複数の地域で実施された

うつ病スクリーニングの効率（参加率や陽性反応的中度）を生態学的に評価し、質問紙集

配方法と参加や成績の関連性を検討すること、(2) 青森県内の市町村ごとに実施された自

殺予防活動（郵送法うつ病スクリーニングと陽性者のケアマネジメントおよびうつ病に関

する健康教育を含む）の実績と市町村別自殺死亡率の変動との関連を検討することである。 

 

Ⅱ．研究方法 

 １．対象 

うつ病スクリーニング効率の生態学的研究では、対象地域は、青森県八戸市、南部町、

三戸町、七戸町、田子町、平川市、おいらせ町、五戸町および階上町の各市町において、

40～74 歳人口がおよそ 6,000～10,000 名で 40～74 歳 5 年間粗自殺死亡率が 80（10 万対）

以上を有する行政区域群を介入地域とし、また、類似の社会人口的背景を持つ行政区域群

を対照地域として設定し、対象者を 40～74 歳中高年住民とする。自殺予防活動の実績と

市町村別自殺死亡率の変動との関連の検討では青森県内全市町村ごとに解析を行う。  

２．介入 

本研究におけるうつ病予防戦略による中高年者自殺予防プログラムは、中高年住民に対

する 2 段階方式うつ病スクリーニング（第一段階は Self-rating Depression Scale による
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自記式回答、第二段階は Mini-International Neuropsychiatric Interview による半構造

面接）と陽性者のケアマネジメント、および、一般住民に対する啓発・健康教育から構成

されている。各市町内の介入地域はさらに 5 つの介入区域に分割され、介入期間中、毎年

異なる介入区域で実施されるが、対照地域では本介入は実施されない。  

３．評価と分析  

介入された市町村における本スクリーニングの参加率、同陽性率、精査受診率、把握さ

れたうつ病エピソード有症割合および陽性反応的中度（positive predictive value：PPV）

を性別に求める。本介入の未実施の市町村を含む青森県内の各市町村において、自殺死亡

数・率の年次推移（総数、男性、女性）、性・年代（19 歳以下、20～39 歳、40～64 歳、

65 歳以上）自殺死亡数・率の年次推移との関連性を検討する。  

 

Ⅲ．結果と考察 

青森県内 8 市町村において、うつ病スクリーニングを取り入れた地域介入によるうつ・

自殺予防プログラムを実施した。このうち、うつ病スクリーニングを旧来の留置法により

実施した地区が 3 地区、旧来の集合法で実施した地区が 2 地区、新たに郵送法で実施した

地区が 3 地区に上った。これらの実施方法の割付は、地区行政担当者の決定に委ねられて

いた。参加率は集配方法により異なる傾向が確認された。郵送法は留置法に比べてやや低

いものの、50％を超える参加率を得ていたが、集合法ではこれらよりも参加率が低かった。

次いで、スクリーニングの遂行状況は、集配方法に規定された参加率により異なる傾向に

あった。郵送法は留置法とほぼ同等かそれ以上の PPV を得ており、集合法ではこれらよ

りも PPV が低かった。すなわち、地域ベースのうつ病スクリーニングが有するうつ病エ

ピソード把握効率は、郵送法と留置法は同等に高く、一方、集合法では両者よりも低いレ

ベルに留まった。また、通常の郵送法と TDM による方法の比較を予定している。 

 青森県内各市町村の自殺予防活動の過程評価と自殺死亡率変動の関連性を検討し、その

結果を踏まえて、実施が望まれる予防活動に言及した。 
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